
平成18年 3月期　個別財務諸表の概要 　

　

平成18年 5月16日

上場会社名 東京ラヂエーター製造株式会社 上場取引所 東

コード番号 7235 本社所在都道府県 神奈川県

(URL　http://www.tokyo-radiator.co.jp/)
　
代　　表　　者 役職名　代表取締役社長 氏名　野澤　史郎

問合せ先責任者 役職名　総務部・経理部統括取締役 氏名　鷲澤　和彦

　 　 TEL　(0466)　87－1231

決算取締役会開催日 平成18年 5月16日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成18年 6月30日 定時株主総会開催日 平成18年 6月29日

単元株制度採用の有無 有(１単元　1,000株) 　 　

　

1.　18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期 23,442 22.4 2,323 34.3 2,178 38.2

17年 3月期 19,152 18.3 1,729 39.9 1,575 54.1

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年 3月期 1,139 28.1 76 71 　 ― 17.4 9.1 9.3

17年 3月期 889 79.7 61 92 　 ― 18.5 7.5 8.2

(注) ① 期中平均株式数 18年 3月期 14,389,965株 17年 3月期 13,838,741株

　 ② 会計処理の方法の変更 有 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 配当状況

　
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年 3月期 6 00 2 50 3 50 86 7.8 1.2
17年 3月期 5 00 2 50 2 50 71 8.1 1.2

　
(3) 財政状態 (注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 3月期 26,689 7,116 26.7 492 11

17年 3月期 21,370 5,995 28.1 414 31

(注) ① 期末発行済株式数 18年 3月期 14,388,634株 17年 3月期 14,391,019株

　 ② 期末自己株式数 18年 3月期 11,366株 17年 3月期 8,981株

　

2.　19年 3月期の業績予想（平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 11,000 950 500 3 00 ― ― ― ―

通期 23,000 1,950 1,050 ― ― 3 00 6 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　　72円97銭
　　※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の

業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。
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6. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 50,146 　 　 63,009 　 　 　

　２　受取手形 ※３ 　 231,370 　 　 232,187 　 　 　

　３　売掛金 ※３ 　 6,242,546 　 　 8,846,132 　 　 　

　４　製品 　 　 247,586 　 　 262,177 　 　 　

　５　原材料 　 　 266,319 　 　 457,513 　 　 　

　６　仕掛品 　 　 237,881 　 　 258,547 　 　 　

　７　貯蔵品 　 　 22,577 　 　 31,244 　 　 　

　８　前払費用 　 　 29,277 　 　 28,584 　 　 　

　９　繰延税金資産 　 　 223,608 　 　 248,475 　 　 　

　10　その他 　 　 189,196 　 　 553,764 　 　 　

流動資産合計 　 　 7,740,510 36.2 　 10,981,636 41.1 　 3,241,125

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 14,556,131 　 　 15,334,101 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 5,850,977 8,705,153 　 6,167,535 9,166,566 　 　 　

　　(2) 構築物 　 912,985 　 　 924,812 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 595,318 317,666 　 606,027 318,785 　 　 　

　　(3) 機械及び装置 　 9,463,411 　 　 8,935,208 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 8,360,527 1,102,884 　 7,468,401 1,466,807 　 　 　

　　(4) 車両及び運搬具 　 91,370 　 　 100,146 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 69,728 21,641 　 76,009 24,137 　 　 　

　　(5) 工具器具及び備品 　 5,704,880 　 　 5,953,083 　 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 5,309,385 395,494 　 5,314,061 639,021 　 　 　

　　(6) 土地 　 　 1,268,982 　 　 1,268,982 　 　 　

　　(7) 建設仮勘定 　 　 233,143 　 　 998,033 　 　 　

有形固定資産合計 　 　 12,044,967 56.4 　 13,882,333 52.0 　 1,837,366

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウエア 　 　 1,951 　 　 14,336 　 　 　

　　(2) 電話専用利用権 　 　 290 　 　 257 　 　 　

　　(3) その他の無形固定資産 　 　 5,818 　 　 4,320 　 　 　

無形固定資産合計 　 　 8,061 0.0 　 18,914 0.1 　 10,853

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 575,216 　 　 683,551 　 　 　

　　(2) 関係会社株式 　 　 15,597 　 　 15,597 　 　 　

　　(3) 関係会社出資金 　 　 790,322 　 　 790,322 　 　 　

　　(4) 長期前払費用 　 　 3,057 　 　 ― 　 　 　

　　(5) 前払年金費用 　 　 130,597 　 　 165,190 　 　 　

　　(6) その他 　 　 137,970 　 　 154,182 　 　 　

貸倒引当金 　 　 △76,180 　 　 △2,200 　 　 　

投資その他の資産合計 　 　 1,576,581 7.4 　 1,806,644 6.8 　 230,062

固定資産合計 　 　 13,629,609 63.8 　 15,707,892 58.9 　 2,078,282

資産合計 　 　 21,370,120 100.0 　 26,689,528 100.0 　 5,319,408
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 2,401,884 　 　 2,856,216 　 　 　

　２　買掛金 　 　 1,398,676 　 　 2,903,650 　 　 　

　３　株主からの短期借入金 　 　 2,035,576 　 　 4,293,322 　 　 　

　４　１年以内返済予定

　　　の長期借入金
※１ 　 977,800 　 　 906,000 　 　 　

　５　未払費用 　 　 566,995 　 　 994,443 　 　 　

　６　未払法人税等 　 　 626,051 　 　 121,752 　 　 　

　７　前受金 　 　 84,302 　 　 86,812 　 　 　

　８　預り金 　 　 13,476 　 　 25,430 　 　 　

　９　製品保証引当金 　 　 34,610 　 　 44,316 　 　 　

　10　設備関係支払手形 　 　 453,232 　 　 1,165,282 　 　 　

　11　設備関係未払金 　 　 310,399 　 　 428,959 　 　 　

　12　その他 　 　 28,268 　 　 33,768 　 　 　

流動負債合計 　 　 8,931,274 41.8 　 13,859,955 51.9 　 4,928,680

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※１ 　 2,103,000 　 　 1,197,000 　 　 　

　２　繰延税金負債 　 　 1,219,790 　 　 1,359,425 　 　 　

　３　退職給付引当金 　 　 24,698 　 　 34,626 　 　 　

　４　役員退職慰労引当金 　 　 81,796 　 　 95,839 　 　 　

　５　長期預り保証金 ※１ 　 3,014,253 　 　 3,025,833 　 　 　

固定負債合計 　 　 6,443,537 30.1 　 5,712,724 21.4 　 △730,813

負債合計 　 　 15,374,812 71.9 　 19,572,679 73.3 　 4,197,866

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 1,317,600 6.2 　 1,317,600 4.9 　 ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 778,300 　 　 778,300 　 　 　

資本剰余金合計 　 　 778,300 3.7 　 778,300 2.9 　 ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 135,000 　 　 135,000 　 　 　

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 固定資産圧縮積立金 　 2,360,703 2,360,703 　 2,307,773 2,307,773 　 　 　

　３　当期未処分利益 　 　 1,189,302 　 　 2,277,191 　 　 　

利益剰余金合計 　 　 3,685,006 17.2 　 4,719,964 17.7 　 1,034,958

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 216,964 1.0 　 305,156 1.2 　 88,192

Ⅴ　自己株式 ※４ 　 △2,562 △0.0 　 △4,171 △0.0 　 △1,609

資本合計 　 　 5,995,307 28.1 　 7,116,849 26.7 　 1,121,541

負債・資本合計 　 　 21,370,120 100.0 　 26,689,528 100.0 　 5,319,408
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② 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成16年４月１日 

 至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日 

 至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　製品売上高 　 18,070,967 　 　 22,355,045 　 　 　 　

　２　不動産賃貸収益 　 1,081,856 19,152,823 100.0 1,087,266 23,442,311 100.0 　 4,289,488

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　製品売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 期首製品たな卸高 　 170,379 　 　 247,586 　 　 　 　

　　(2) 当期製品製造原価 　 15,508,230 　 　 19,331,740 　 　 　 　

計 　 15,678,610 　 　 19,579,326 　 　 　 　

　　(3) 期末製品たな卸高 　 247,586 　 　 265,269 　 　 　 　

　　(4) 他勘定への振替高  1,713 　 　 404,203 　 　 　 　

差引 　 15,429,310 　 　 18,909,852 　 　 　 　

　　(5) プレス金型売上原価 　 118,856 15,548,167 　 146,925 19,056,778 　 　 　

　２　不動産賃貸費用 　 　 586,073 　 　 567,940 　 　 　

売上原価 　 　 16,134,240 84.2 　 19,624,718 83.7 　 3,490,478

売上総利益 　 　 3,018,583 15.8 　 3,817,592 16.3 　 799,009

Ⅲ　販売費及び一般管理費  　 1,289,254 6.8 　 1,494,459 6.4 　 205,204

営業利益 　 　 1,729,328 9.0 　 2,323,133 9.9 　 593,805

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 12 　 　 1 　 　 　 　

　２　受取配当金 　 4,563 　 　 5,913 　 　 　 　

　３　賃貸料収入  8,044 　 　 7,732 　 　 　 　

　４　手数料収入 　 10,242 　 　 12,739 　 　 　 　

　５　その他 　 2,321 25,183 0.1 3,857 30,245 0.1 　 5,062

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 128,838 　 　 72,830 　 　 　 　

　２　たな卸資産廃却損 　 ― 　 　 92,342 　 　 　 　

　３　新株発行費 　 17,821 　 　 ― 　 　 　 　

　４　その他 　 32,063 178,723 0.9 10,132 175,305 0.7 　 △3,417

経常利益 　 　 1,575,788 8.2 　 2,178,073 9.3 　 602,284

Ⅵ　特別利益 　    　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 　 ― 　 　 1,524 　 　 　 　

　２　投資有価証券売却益 　 ― 　 　 124,022 　 　 　 　

　３　会員権売却益 　 ― ― 　 3,409 128,956 0.6 　 128,956

Ⅶ　特別損失   　 　 　 　 　 　 　

　１　過年度役員退職慰労

　　　引当金繰入額
　 55,546 　 　 ― 　 　 　 　

　２　過年度製品保証引当金

　　　繰入額
　 15,611 　 　 ― 　 　 　 　

　３　固定資産除却損  57,170   131,635 　 　 　 　

　４　貸倒損失 　 66,071   ― 　 　 　 　

　５　会員権評価損 　 1,200 　 　 ― 　 　 　 　

　６　製品無償補修費 　 ― 195,598 1.0 453,000 584,635 2.5 　 389,036

　　　税引前当期純利益 　 　 1,380,189 7.2 　 1,722,394 7.4 　 342,205

　　　法人税、住民税及び

　　　事業税
　 857,362  　 527,995 　 　 　 　

　　　法人税等調整額 　 △367,098 490,263 2.6 54,488 582,483 2.5 　 92,220

当期純利益 　 　 889,926 4.6 　 1,139,911 4.9 　 249,984

　　　前期繰越利益 　 　 328,229 　 　 1,173,255 　 　 　

　　　合併による未処分利益

　　　受入額
　 　 7,128 　 　 ― 　 　 　

　　　中間配当額 　 　 35,982 　 　 35,974 　 　 　

当期未処分利益 　 　 1,189,302 　 　 2,277,191 　 　 1,087,889
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③ 利益処分計算書(案)

　

　 　
前事業年度

(平成17年３月期)

当事業年度

(平成18年３月期)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 1,189,302 　 2,277,191

Ⅱ　任意積立金取崩額 　 　 　 　 　

　　固定資産圧縮積立金取崩額 　 52,930 52,930 41,067 41,067

Ⅲ　利益処分額 　 　 　 　 　

　１　配当金 　 35,977 　 50,360 　

　２　役員賞与金

　（内監査役賞与金）
　

33,000

(―)
68,977

36,000

(―)
86,360

Ⅳ　次期繰越利益 　 　 1,173,255 　 2,231,898
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式
総平均法による原価法

②その他有価証券
時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は
全部資本直入法により処理し、売却原価は総平
均法により算定しております。)

時価のないもの
総平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式
同左

②その他有価証券
時価のあるもの

同左
　
　

時価のないもの
同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法
①製品、原材料、仕掛品

総平均法による原価法
②貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法
①製品、原材料、仕掛品

同左
②貯蔵品

同左
３　固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産
主として定率法を採用し、工具並びに賃貸ビルの

建物及び構築物については、定額法を採用しており
ます。(但し、平成10年４月１日以降に取得した建物
(建物付属設備は除く)については定額法を採用して
おります。)

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ７～65年

機械及び装置 12年

工具器具及び備品 ２～15年

　

３　固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

主として定率法を採用し、工具並びに賃貸ビルの
建物及び構築物については、定額法を採用しており
ます。(但し、平成10年４月１日以降に取得した建物
(建物付属設備は除く)については定額法を採用して
おります。)
　また、有形固定資産の残存価額については、実質
価額（備忘価額１円）まで減価償却を行っておりま
す。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ７～65年

機械及び装置 12年

工具器具及び備品 ２～20年

（追加情報）
従来、有形固定資産の残存価額については、取得

価額の５％まで減価償却を行っておりましたが、当
事業年度より実質価額（備忘価額１円）まで減価償
却を行うことに変更しております。この変更により、
減価償却費は567,562千円増加し、営業利益は
550,860千円、経常利益及び税引前当期純利益は
552,769千円それぞれ減少しております。

　
　

　
　

②無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し
ております。

②無形固定資産
同左

４　繰延資産の処理方法
新株発行費

支出時に全額費用処理しております。

４
―――――――
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前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

５　引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

５　引当金の計上基準
①貸倒引当金

同左

②製品保証引当金
製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の

実績を基礎としたクレーム費用発生見積額を計上し
ております。

②製品保証引当金
製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の

実績を基礎としたクレーム費用発生見積額を計上し
ております。

（会計処理方法の変更）
従来、得意先からのクレームに対する費用は、実

際のクレーム発生時に計上しておりましたが、当事
業年度より海外売上及びクレーム対応を直接行うこ
とになったのを機にクレーム対応のあり方について
見直しを図ったところ、近年非常に高まっているメ
ーカーに対する製造責任への要請に対応すべく、将
来発生する可能性が高いクレーム費用を合理的に見
積もり、引当てておく必要があると判断したこと、
また、これにより期間損益計算のより一層の適正化
と財務体質の強化を図るとともに、親子会社間の会
計処理の統一を図るため、当事業年度より過去の実
績を基礎としたクレーム費用発生見積額を製品保証
引当金として計上する方法に変更いたしました。こ
の変更により、従来の方法によった場合に比較して、
営業利益及び経常利益は18,999千円、税引前当期純
利益は34,610千円それぞれ減少しております。

　

③退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
計上しております。

なお、会計基準変更時差異(979,678千円)について
は、15年間による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による按
分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理して
おります。

③退職給付引当金
同左

④役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく要支給額を計上しております。

④役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく要支給額を計上しております。
（会計処理方法の変更）

従来、役員退職慰労金は支出時の費用として処理
しておりましたが、役員の増加、在任期間の長期化
等により将来の負担額に重要性が増してきたことか
ら、支出時の一時的な費用負担を避け、役員の在任
期間に応じた適正な期間配分を行うことにより、期
間損益のより一層の適正化を図るとともに、親子会
社間の会計処理の統一を図るため、当事業年度から
内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金として
計上する方法に変更いたしました。この変更により、
従来の方法によった場合と比較して、営業利益及び
経常利益は26,250千円、税引前当期純利益は81,796
千円それぞれ減少しております。

　

６　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円価に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

６　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
同左
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前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

７　リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

７　リース取引の処理方法
同左

８　ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

金利スワップの特例処理の条件を満たす金利スワ
ップ取引は、金銭の受払の純額を利息に加減して処
理しております。

②ヘッジ手段、ヘッジ対象とヘッジ方針
借入金について、将来の金利の変動による支払額

の変動を限定する目的で、金利スワップ取引を行っ
ております。

③リスク管理体制とヘッジ有効性評価の方法
デリバティブ取引の実行に際しては、会社所定の

審議決裁を得ることとし、実行後の状況については
執行役員会等に適時報告する体制をとっております。

金利スワップの特例処理を採用しているため、ヘ
ッジの有効性の評価を省略しております。

８　ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

同左
　
　
②ヘッジ手段、ヘッジ対象とヘッジ方針

同左
　
　

③リスク管理体制とヘッジ有効性評価の方法
同左

　
　
　

９　その他財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

税抜方式

９　その他財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（技術料収入の計上区分の変更）
従来、技術料収入は営業外収益に計上しておりまし

たが、近年外部に対する技術提供は製品開発に基づき
生じる営業活動の成果であるという考え方が一般的に
なってきたことに鑑み、当該収入が主たる営業活動の
成果であると認識し、損益区分をより適切に表示する
とともに、親子会社間の会計処理の統一を図るため、
当事業年度より売上高に含めて計上する方法に変更い
たしました。この変更により営業利益は32,397千円増
加しておりますが、経常利益及び税引前当期純利益へ
の影響はありません。

―――――――
　

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）
当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会　平成14年8月9日））及び「固
定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第6号　平成15年10月31日）を適用してお
ります。

これによる損益に与える影響はありません。

　

　

表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(損益計算書)
前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「手数料収入」は、当事業年度より
区分掲記しております。

なお、前事業年度において営業外収益の「その他」
に含めておりました「手数料収入」の金額は4,415千
円であります。

(損益計算書)
前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「たな卸資産廃却損」は、当事業年
度より区分掲記しております。
なお、前事業年度において営業外費用の「その他」

に含めておりました「たな卸資産廃却損」の金額は
5,149千円であります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)

※１

(1) このうち、下記資産を横浜地方法務局藤沢支局登

記第60号工場財団として長期借入金(１年以内返

済予定のものを含む)1,408,800千円の担保に供し

ております。

　　建物　　帳簿価額 689,174千円

　　土地　　　 〃 964,067千円

計 1,653,241千円
　

※１

(1) このうち、下記資産を横浜地方法務局藤沢支局登

記第60号工場財団として長期借入金(１年以内返

済予定のものを含む)919,000千円の担保に供して

おります。

　　建物　　帳簿価額 844,036千円

　　土地　　　 〃 964,067千円

計 1,808,103千円
　

(2) このうち、下記資産を長期借入金(１年以内返済

予定のものを含む)1,672,000千円、長期預り保証

金2,886,400千円の担保に供しております。

　　建物　　帳簿価額 7,754,023千円

　　土地　　　 〃 162,423千円

計 7,916,446千円
　

(2) このうち、下記資産を長期借入金(１年以内返済

予定のものを含む)1,184,000千円、長期預り保証

金2,886,400千円の担保に供しております。

　　建物　　帳簿価額 7,361,312千円

　　土地　　　 〃 91千円

計 7,361,403千円
　

※２ 会社が発行する株式　普通株式 43,200千株

　 発行済株式の総数　　普通株式 14,400千株
　

※２ 会社が発行する株式　普通株式 43,200千株

　 発行済株式の総数　　普通株式 14,400千株
　

※３　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりです。

売掛金 828,193千円

受取手形 47,334千円
　

※３　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりです。

売掛金 765,984千円

受取手形 59,211千円
　

※４　自己株式の保有数

普通株式 8,981株

※４　自己株式の保有数

普通株式 11,366株

　５　配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は216,964千円

であります。

　５　配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は305,156千円

であります。

　

　

リース取引関係

　当社は、証券取引法第27条の30の６の規定に基づき電子開示手続きを行っておりますので、記載を省
略しております。

　

　

有価証券関係

前事業年度(平成17年３月31日)、当事業年度(平成18年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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税効果会計関係

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

未払賞与 127,209千円

会員権評価損 11,798千円

有価証券評価損 107,722千円

貸倒引当金 30,929千円

製品保証引当金 14,051千円

退職給付引当金 10,027千円

役員退職慰労引当金 33,209千円

固定資産減価償却費 451,379千円

未払事業税 50,445千円

その他 35,247千円

繰延税金資産小計 872,020千円

評価性引当額 △89,517千円

繰延税金資産合計 782,503千円

(繰延税金負債) 　

固定資産圧縮積立金 △1,577,367千円

前払年金費用 △53,022千円

その他有価証券評価差額金 △148,295千円

繰延税金負債合計 △1,778,685千円

繰延税金負債の純額 △996,182千円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

未払賞与 137,577千円

会員権評価損 9,516千円

有価証券評価損 85,286千円

貸倒引当金 893千円

製品保証引当金 17,992千円

退職給付引当金 14,058千円

役員退職慰労引当金 38,910千円

固定資産減価償却費 407,810千円

未払事業税 16,477千円

製品無償補修費 35,999千円

その他 45,278千円

繰延税金資産小計 809,799千円

評価性引当額 △95,810千円

繰延税金資産合計 713,989千円

(繰延税金負債) 　

固定資産圧縮積立金 △1,549,297千円

前払年金費用 △67,067千円

その他有価証券評価差額金 △208,574千円

繰延税金負債合計 △1,824,939千円

繰延税金負債の純額 △1,110,949千円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整) 　

交際費等永久に損金算入されない項目 2.7％

繰延税金資産に係る評価性引当額の減少額 △6.7％

法定実効税率変更による影響額 △0.5％

その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.5％
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整) 　

交際費等永久に損金算入されない項目 0.5％

繰延税金資産に係る評価性引当額の増加額 0.4％

特別税額控除による影響額 △5.0％

その他 △2.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.8％
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－37－ 

役員の異動 （平成 18 年 6 月 29 日予定） 
 
１．新任代表取締役       

   代表取締役社長兼執行役員社長  原
はら

 口
ぐち

 史
し

 郎
ろう

   (現 当社専務取締役執行役員) 
       (※)略歴等につきましては、別紙「代表取締役の異動に関するお知らせ」をご参照ください。 
 
２．新任取締役 

   取締役執行役員         西
にし

 村
むら

 重
しげ

 幸
ゆき

   (現 当社執行役員) 
   取締役執行役員         日

ひ

 貝
がい

 良
りょう

 一
いち

   (現 当社執行役員） 
 
３．新任監査役    

常 勤 監 査 役          鷲
わし

 澤
ざわ

 和
かず

 彦
ひこ

   (現 当社取締役執行役員) 
    監  査  役         秋

あき

 山
やま

 照
てる

 美
み

   (元 ＧＫＮドライブライントルクテクノロジー

株式会社執行役員) 

   監  査  役         洲
す

 﨑
ざき

 富
とみ

 雄
お

   (現 シーケーエンジニアリング株式会社監査役、

株式会社シーケーサービス監査役） 
    (※)秋山照美、洲﨑富雄の両氏は社外監査役の候補者であります。 
 
４．退任予定取締役 

   代表取締役社長兼執行役員社長  野
の

 澤
ざわ

 史
し

 郎
ろう

   (当社相談役就任予定） 

   取締役執行役員         鷲
わし

 澤
ざわ

 和
かず

 彦
ひこ

   (当社常勤監査役就任予定） 
 
５．退任予定監査役 

   常 勤 監 査 役         郡
ぐん

 司
じ

 和
かず

 芳
よし

 
   監  査  役         日下部

く さ か べ

 恒
つね

 夫
お

 
   監  査  役         篠

しの

 原
はら

 清
きよ

 人
と

 
   監  査  役         新

あら

 井
い

 裕
ゆう

 二
じ

 




